（２）　農業委員会

　太平洋戦争終結による諸制度の改革のなかに、農地制度の大改革がある。
戦前までの農地制度
　日本の農地制度は、豊臣秀吉による太閤検地に始まり、徳川家康によって完成されたもので、以来この制度を基礎として代々引き継がれ明治維新を迎えたのである。藩制時代における土地はすべて領主のものであったが、明治の地租改正によって土地の私有権が認められ、ここに日本の地主制度が確立した。しかし、この地主制度も、明治、大正、昭和とそれぞれ少しづつの変化はあったが、依然として小作農民の生活は脅やかされ、いわゆる水飲み百姓の域を脱することはできなかった。

　百姓の苦しみぬいた地主制度とはどんなものであったのか、戦後の農地解放、農業行政を知る背景として知る必要があるので、そのあらましと、戦後の農地改革後の相違をつぎに述べてみる。

　まず、地主制度で問題となるのは、「高い小作料」と「小作権が認められない」という２点にあるようである。

農民の苦しんだ高
　「高い小作料」とは、藩制時代に農民が領主に納めていた年貢米を、明治の地租改正によって、地主が農民
い小作料
に変わって地租として金で支払うことになり、農民は小作料として地主に納める。つまり農民は年貢を納める相手が変わっただけで、従来からの高い小作料は少しも緩和されなかったのである。

　当時の小作料は、田の価格を「何俵田」と示すと同時に、何石何斗の小作米を納める田であることが決められ、それによって納めていたもので、その決められた小作米は農民の労働報酬に食い込むほどで、納めた後のわずかに残った米を、どうにかやりくりしながら生計をたてねばならないという、今の世代には想像もできない暮しをしていたのである。


　これと対象に土地所有者は、だんだんと地租は下がり、米価は上昇していったため、ひとりでに地主はもうかるようになっていった。そして、５町歩以上の所有地があれば地主の仲間入りができ、小作料の収入で十分な暮しができるとしたものだった。したがって、小作人は地主とまではいかなくても、何とか自作農になろうと懸命に働き、自分の土地を確保するためにツメに灯ともす生活をし、あるいは借金して土地を購入したが、利子で首が廻らなくなったなど、悲惨な話があちこちに多かった。
小作権と賃借権
　つぎに、「小作権が認められない」というのは、現在のように法律で小作権が保護されておらず、特別な措置による永小作権というもの以外は、すべて賃借権という取り扱いに押しこまれていた。


　賃借権というのは、一般的にいう一時的な使用権であって長期にわたる契約はできず、短いのは１年で一方的に取り上げられることもあった。また、その土地が地主同志で売買されたときには、新しい地主は自由にその土地の小作料を引き上げることができ、こうした実態の中で小作料は少しづつ上がっていって、農民のせっぱつまった小作争議が各地にみられたのである。
戦後農地改革の概
　太平洋戦争も終盤になるにつれ、こうした問題は一応低調となったが終戦を機に、昭和２０年１０月１１日
要　　　　　　　　　連合軍総司令部より、農地改革を含む５大改革（男女同権、労働者の団結権、教育の自由化、専制の廃止、経済の民主化）が指令された。政府でも戦前から僅かに手がけてきた自作農奨励事業を、根本的に改正する農地改革案を練っていたため、直ちに農地改革事業に取り組み、１２月２８日「農地調整法改正法律案」が成立した。これがいわゆる第１次農地改革案である。この法律によって解放された不在地主の小作地や、在村地主の５町歩を超える小作地は、鳥取県においても１,２８７町歩にのぼった。

　しかし、この程度の農地解放では、日本の農地制度を根本的に改めることはできないとして、総司令部は英国案による改革案を示した。政府はこれに従い、２１年１１月１日、いわゆる第２次農地改革案といわれる「農地調整法」と「自作農創設特別措置法」を成立させ、これに着手した。

　この案は、地主の保有する小作地を１町歩に押え、それ以上は国が強制的に買い上げる。また、宅地や建物、農地に付随する未墾地も解放して小作に売り渡す、小作料は、水田で２割５分、畑で１割５分以下に押えて金納とする。耕作権の取り上げを制限するなど、明治の地租改正以来の大改革となった。


　以上が戦前と戦後にわたる農地制度のあらましであるが、いつの時代でも新しい制度に移行される過程には、とかく紛争が起き易いもので、この制度の改革をめぐっても、地主と小作人との間にいろいろな争いが発生している。とくに、農民運動が高まり、農民組合が結成されてその活動の盛んなところほど問題も多く、地主の土地のやみ売りや違法が明るみに出され、農民裁判にかけられるなどの一幕もあった。
新農地委員会の発
　ところで、この大事業を実質的に推進する機関として、従来からあった農地委員会が当たることになり、農

足
業関係者による選挙が、２１年１２月２０日全国一斉に行われ、地主３、自作５の割合で選出された新しい委員会が構成された。


　羽合地区の旧４か村では、旧長瀬役場が投票所となり、選挙された委員がつぎのとおり決まった。

　１号委員（小作代表）　　　　　　　　　　　　　　　浅津村　　本多不二雄、籔内　弘、籔内善六
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長瀬村　　河原喜義、和田義信、洞ヶ瀬赳太郎、　　　　橋津村　　坂本小治郎、讃岐泰二、奥田治六


　　　　　福本誠一、前田信之　　　　　　　　　　　　宇野村　　尾崎義治、伊藤藤吉、水野嘉祖


浅津村　　米増久次郎、出野上林蔵、中井仙蔵、　　　　　３号委員（自作代表）


　　　　　清水信蔵、吉川信吉　　　　　　　　　　　　長瀬村　　津村信太郎、荒石年政


橋津村　　増田嘉太郎､秋村松蔵､羽田哲太郎､川本実次 　浅津村　　山根為四郎、本多正信


　　　　　郎、奥田石太郎　　　　　　　　　　　　　　橋津村　　但馬吉太郎、上村金藏

宇野村　　尾崎　純、高浜三五郎、本田義徳、　　　　　宇野村　　伊藤美耆夫、西村辰治


　　　　　本田芳雄、中川繁三郎


　２号委員（地主代表）


長瀬村　　倉光勝蔵、小林駿太郎、椿　音蔵


　このほか浅津村には、中立委員として福山六左衛門、松本正義、杉原長歳の３名が選任されていた。

　こうして農地委員会は、地主と小作との間に立って困難な農地解放の作業に取り組み、昭和２３年度中にそのほとんどの作業を終わり、他府県にはみられぬ程驚異的な進捗ぶりを示した。


　さて、こうして農地解放も一段落つき、あとは多少の未解決分などの整理に当たっていた農地委員会も、今後の日本の農業行政を自律的なものにするためには、従来のいわゆる占領行政によるあり方を再検討する時期に迫られ、農業団体制度の改革案と共に、農政機関の再検討が始められた。

農業委員会制度の
　いろいろ論議の末、昭和２６年７月農業委員会制度が発足し、各市町村ごとに行政機関としての農業委員会
発足
が生まれたのである。この委員会は、従前からあった農地委員会、農業調整委員会、農業改良委員会の３者を実質的に統合させたもので、これまでのように農地の売買に関することだけでなく、農業生産、農業経営、および農村の振興計画などの内容を盛り込み、農民のための積極行政に取り組んで、日本の農業改革を押し進める柱となった。また、新しい委員は、（１）選挙によって選出された委員と、（２）市町村長により選任された委員とで構成され、羽合旧４か村でもそれぞれ選任されたが、間もなく羽合町合併となり、農業委員会の合併も協議されたが、既に発足して委員の任期も２９年７月まであと１年余りで、各地区の農地問題未解決なども残っていたことから、その任期の切れるまで統合を待つことにした。

　そして２９年７月、羽合町農業委員会は本格的な農地、農民行政の機関として出発したのである。

　つぎに、昭和２９年以降の農業委員を記録しておく。（任期３年）
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